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研究成果の概要（和文）：既設鉄筋コンクリート（RC）部材における合理的なせん断耐力評価式を構築すること
を目的として，劣化した部材や補修および補強された部材のせん断耐荷機構を明らかにすると同時に，せん断耐
荷機構の定義に立脚した種々のモデルを構築した．構築したモデルに基づき材料のせん断抵抗力寄与分に関する
耐荷機構上の分類を明らかにすることにより，理論的な評価式の構築に至った．既存の設計指針類に採用されて
いる評価式と構築した評価式の精度を比較した結果，構築した評価式は，健全な部材に対してより高い精度でせ
ん断耐力を評価可能であることに加え，劣化した部材や補修および補強された部材に対してもその精度が保たれ
ることを確認した．

研究成果の概要（英文）：The shear resistance mechanisms of deteriorated reinforced concrete (RC) 
members with strengthening and / or repairing materials were made clear. Simultaneously, the 
evaluation models to predict shear strengths of those members were constructed based on the 
definition of the shear resistance mechanisms. The contribution forces of materials to the shear 
resistance were classified based on the constructed models. Eventually, the theoretical evaluation 
equation of shear strengths was constructed by the knowledge obtained above. The accuracy of the 
constructed evaluation equation was compared with that of the ones adopted to major specifications 
and design codes. As a result, the constructed equation indicated higher accuracy in case of the 
members without deteriorations, and that the accuracy was maintained even in case of the 
deteriorated members with strengthening and / or repairing materials.

研究分野：コンクリート構造

キーワード： せん断　RCはり　アーチ機構　ビーム機構　補修　補強　鉄筋腐食ひび割れ　FRPシート

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
RC構造部材のせん断破壊は避けるべき破壊形態の1つであるものの，その現象の複雑さゆえに合理的な耐力予測
式の構築には至っておらず，主要な設計指針類の多くには統計的な評価手法が採用されている．劣化した部材や
補修および補強された部材に対しては，統計的な評価手法の適用は困難である．本研究では，このような部材に
対しても一貫して耐荷性能を評価可能な理論的な評価式を構築しており，既設構造部材における維持管理手法の
高度化に資する成果が得られた点に社会的意義がある．構築した評価式はせん断耐荷機構の定義に立脚した理論
式であることから，せん断耐力評価手法の理論化に資する成果が得られた点に学術的意義がある．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
鉄筋コンクリート（RC）構造部材のせん断問題が顕在化してから，その現象の解明と耐荷性

能の評価を目的とした数多くの研究が行われてきた．RC 構造部材のせん断破壊は避けるべき破
壊形態の 1 つであるものの，その現象の複雑さゆえに，せん断耐荷機構については完全に解明さ
れておらず，耐荷機構に立脚した理論的な耐力予測式の構築には至っていない状況にあった．こ
のような背景から，国内外における設計指針類の多くには，実験結果から得られた統計的な知見
に基づく耐荷性能の評価手法が採用されている．これらの手法では，せん断補強筋の荷重寄与分
とそれ以外の荷重寄与分における線形加算則の成立を前提としているものの，前提の妥当性や
考慮している影響因子の物理的意味については不明瞭な点を包含している． 

劣化した既設部材や補修および補強された部材における耐力の評価に際しては，劣化の原因
や補修および補強の効果が同定できた場合でも，統計的な知見に基づく手法では部材の様態等
に応じた手法を個別に構築する必要があることから，耐力への影響因子を適切に反映すること
や部材の状態に応じた耐荷性能を一貫して評価することが困難である．加えて，局所的な挙動を
追跡する離散的な数値解析手法では，大局的な挙動や部材の状態に応じた耐荷機構の把握に直
結する解が得られるとは限らないことからも，耐荷機構に立脚した理論的かつ合理的な耐力予
測式の構築が求められていた． 

RC 構造部材のせん断耐荷機構が「アーチ機構」と「ビーム機構」の和により表現可能とする
概念は，数学的，力学的にも合理性が担保されているものの，アーチ機構の荷重寄与分（Va）と
ビーム機構の荷重寄与分（Vb）を推定する手法のみならず，実験結果から Vaと Vbを適切に評価
する手法も存在していない状況にあった．一方，研究代表者は，耐荷機構の荷重寄与率を定義す
ることで，実験結果から理論的に作用荷重を Va と Vb に分解する手法 1), 2)を提案すると同時に，
耐荷機構の定義からビーム機構の耐力（Vbf）予測モデルを構築することに成功していた 3)．この
モデルを補修および補強された劣化部材に拡張することにより，既設構造物の劣化と補修およ
び補強の効果を同時に反映させた合理的な耐力評価手法の確立が期待されていた． 
 
２．研究の目的 

本研究では，既設 RC 構造部材における劣化と補修および補強の効果を反映させた合理的な耐
力評価式を構築すると同時に，RC 構造部材におけるせん断耐力評価手法の理論化を目的として
いる．具体的には以下の項目を達成することを目的として研究を推進した． 
a) 耐荷機構に立脚した RC 部材におけるせん断耐力評価式の構築 
b) 劣化した RC 部材におけるせん断耐力評価式の構築 
c) 補修および補強された RC 部材におけるせん断耐力評価式の構築 
d) 補修および補強された劣化 RC 部材におけるせん断耐力評価式の構築 
 
３．研究の方法 
（１）評価式の構築方法 
評価式の構築に際しては，既存の手法のようにせん断補強筋の荷重寄与分とそれ以外の荷重

寄与分における線形加算則の成立を前提とせず，アーチ機構とビーム機構の定義式をその礎と
し，定義を満足するよう構築した「耐荷機構の耐力予測モデル」から部材の状態に応じた Va と
Vbを導き，それぞれを加算することで耐力の評価式を導出した． 

 
（２）研究対象と妥当性の検証方法 

本研究では，RC 構造部材の中でも主要な部材の 1 つである RC はりを対象として研究を推進
した．劣化については RC はりのせん断耐荷機構に大きな影響を及ぼす鉄筋腐食ひび割れを対象
とし，補修および補強材料については適用範囲の拡大が予想される繊維補強プラスチック（FRP）
シートに主眼を置いた．鉄筋腐食が進行することで鉄筋腐食ひび割れ面のせん断伝達性能が消
失した極端な状態を想定し，平滑な人工ひび割れを有する試験体および FRP シートによりせん
断補強された試験体を作製し，静的載荷実験により得られた Vaおよび Vbの実験値と評価式によ
る算定値との比較を行うことにより構築した評価式の妥当性を検証した． 

 
（３）研究の流れ 

健全な RC はりを対象として Vbf予測モデルおよびアーチ機構の耐力（Vaf）予測モデルを構築
し，モデルの高度化を推進した後，人工ひび割れを有する RC はり，FRP シート補強された RC
はり，FRP シート補強された人工ひび割れを有する RC はりを対象としてモデルを拡張した．モ
デルの構築と並行して試験体の作製と静的載荷実験を実施した．部材の状態に応じたコンクリ
ートやせん断補強材の抵抗力寄与分に関する耐荷機構上の分類を明らかにするため，耐荷機構
の耐力予測モデルに基づき荷重変位関係を予測する新たな数理モデルを解析的手法により構築
し，モデルによる計算結果からその分類の解明を試みた．解明された分類に基づき終局時におけ
るせん断耐力（Vf）の評価式を導き，評価式による Vfの算定値と実験値や既存の設計指針類に採
用されている評価式による算定値を比較することで評価式の妥当性を検証した． 



４．研究成果 
（１）健全な部材における耐荷機構の耐力予測モデルの構築 

健全な部材を対象として耐荷機構の耐力を予測する耐荷機構の耐力予測モデルを構築した．
構築したモデルは，斜めひび割れ経路と斜めひび割れの開口幅に応じた斜めひび割れ経路上の
引張応力およびせん断応力の伝達を考慮するものであり，静的載荷実験および有限要素解析の
結果に対して高い精度で耐荷機構の耐力を予測可能であることや既存の設計指針類に採用され
ている評価式との関連性を示した 4)．主鉄筋比が高い部材に対しても構築したモデルの適用を可
能とするために，主鉄筋のダウエル効果を考慮したモデルを構築した．構築したモデルは，主鉄
筋のダウエル力および鉄筋とコンクリート間の付着による斜めひび割れの開口抑制効果を考慮
するものである．静的載荷実験および有限要素解析の結果から，モデルの適用により，さらに高
い精度で耐荷機構の耐力を予測可能であることや，鉄筋とコンクリート間の付着による開口抑
制効果は相対的に小さいことを明らかにした．国内外における主要な設計指針類に採用されて
いる評価式と構築したモデルによる耐荷機構の耐力の算定精度を比較した結果，モデルに基づ
く算定精度が最も高くなることを示した 5)．鉄筋腐食などの劣化により生じた既存のひび割れを
有する部材では，健全な部材を対象とした斜めひび割れ開口幅の予測手法は適用できなくなる
可能性が高いことから，いかなるひび割れ経路に対しても適用可能な斜めひび割れ開口幅の予
測手法を構築した．この手法を適用したモデルは既存の設計指針類に採用されている評価式と
同程度の精度で耐荷機構の耐力を予測可能であることを確認した 6)． 
 
（２）既存のひび割れを有する部材における耐荷機構の耐力予測モデルの構築 

健全な部材における耐力予測モデルを拡張することにより，劣化により生じた既存のひび割
れを有する部材に対する耐力予測モデルを構築した 7), 8)．その妥当性の検証に際しては，耐荷機
構に大きな影響を及ぼすことが予想される主鉄筋に沿うひび割れとせん断補強筋に沿うひび割
れを有する部材を対象とした．人工ひび割れを有する試験体を作製し，静的載荷実験を実施した
結果，人工ひび割れが Vaと Vbの推移に及ぼす影響を明らかにするとともに，構築したモデルに
より試験体の Vafと Vbfを精度良く算定可能であることを示した 9)．特に，せん断補強筋に沿う人
工ひび割れを有する部材に対しては，（１）で構築した斜めひび割れ開口幅の予測手法が適用可
能であることも確認した 9). 
 
（３）FRP シートにより補強された部材における耐荷機構の耐力モデルの構築 

健全な部材における耐力予測モデルを拡張することにより，FRP シートによりせん断補強さ
れた部材に対する耐力予測モデルを構築した．その妥当性の検証に際しては，FRP シートにより
せん断補強された部材を対象とした．FRP シートによりせん断補強された部材を作製し，静的載
荷実験を実施した結果，FRP シートが Va と Vb の推移に及ぼす影響を明らかにするとともに，
FRP シートのダウエル効果や斜めひび割れの開口抑制効果は相対的に小さいことを明らかにし
た 10)．同時に，構築したモデルにより試験体の Vaf と Vbf を精度良く算定可能であることを示し
た． 

 
（４）既存のひび割れを有する FRP シートによりせん断補強された部材における耐荷機構の耐
力予測モデルの構築 

（２）および（３）で構築したモデルに基づき既存のひび割れを有する FRP シートによりせ
ん断補強された部材における耐荷機構の耐力モデルを構築した． 

 
（５）材料におけるせん断抵抗寄与分の分類 

部材の状態に応じたコンクリートやせん断補強材の抵抗力寄与分に関する耐荷機構上の分類
を明らかにするため，耐荷機構の耐力予測モデルに基づき荷重変位関係を予測する新たな数理
モデルを解析的手法により構築し，モデルによる計算結果からその分類の解明を試みた．構築し
たモデルを適用して耐荷機構の推移を計算した結果，斜めひび割れ発生荷重はビーム機構の耐
力で表されること，終局時のせん断耐力はコンクリートにおけるアーチ機構寄与分，せん断補強
材の軸方向力に起因するアーチ機構寄与分，せん断補強材のダウエル力に起因するビーム機構
寄与分もしくはビーム機構の耐力の和により表されることをそれぞれ明らかにした． 

 
（６）せん断耐力評価式の定式化 
材料におけるせん断抵抗寄与分の分類に基づきせん断耐力評価式を定式化した．例えば，せん

断補強筋を有する部材における Vfについては，人工ひび割れや FRP シートの有無にかかわらず
以下の関係が保たれることから評価式を導いている． 

Vf = Vac(Vb) + Vas + Vbdw 
ここに，Vac(Vb)：コンクリートにおける Va寄与分，Vas：せん断補強材における軸方向力に起因

する Va寄与分，Vbdw：せん断補強材におけるダウエル力に起因する Vb寄与分である． 
 

（７）評価式の妥当性の検証 
既往の研究による実験結果および研究期間全体を通じて実施した載荷実験の結果を対象とし

て，構築した評価式と既存の設計指針類に採用されている評価式による算定精度の比較を行っ



た． 
健全な部材を対象とした場合，構築した評価式は既存の設計指針類に採用されている評価式

より高い算定精度を示した．せん断スパンが相対的に小さい場合には，既存の設計指針類に採用
されている評価式による算定精度が低下するのに対し，構築した評価式による算定精度は一定
に保たれることを確認した．さらに，人工ひび割れを有する部材や FRP シートにより補強され
た部材，人工ひび割れを有する FRP シートにより補強された部材を対象として算定精度を検証
した結果，構築した評価式は健全な部材に対する精度と同程度の精度で Vf を評価可能であるこ
とを示した． 
以上の研究成果により，補修および補強された劣化部材を対象とした統計的手法に依存しな

い耐力評価式の構築に至ると同時に，せん断耐力評価手法の理論化にも成功したものと考えて
いる． 
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